
実務対応報告における
回収可能性判定プロセス：個別

（現行）
【連結納税会社の個別財務諸表】（現行）

将来減算一時差異
（繰越欠損金以外）

将来減算一時差異
（繰越欠損金以外）

法人税部分 住民税部分

①個別所得見積額と相殺

（繰越欠損金以外）

②受取個別帰属法人税を所
得に置きなおした額と相殺

回
収
可
能
性
あ

（繰越欠損金以外）

①個別所得見積額と相殺

連結欠損金

②受取個別帰属法人税を所
得に置きなおした額と相殺

回
収

連結欠損金個別帰属額

③連結所得見積額と相殺

回収可能性なし

あ
り

連結欠損金
個別帰属額

③個別所得見
積額と相殺

控除対象個別帰属調整額・
控除対象個別帰属税額

収
可
能
性
あ
り

④個別帰属法人税額見込額と④個別帰属法人税額見込額と
相殺

回収可能性なし

事業税部分

将来減算一時差異

回収可能性なし

（繰越欠損金を含む）
回
収
可
能
性
あ
り

将来の個別所得見積額と相殺

財務会計基準機構のWebサイトに掲載した情報は、著作権法及び国際著作権条約をはじめ、その他の無体財産権に関する 
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実務対応報告における
回収可能性判定プロセス：個別
（実務対応報告改正案イメ ジ）（実務対応報告改正案イメージ）

【連結納税会社の個別財務諸表】（連結子法人の場合―改正案）

将来減算一時差異
（連結欠損金以外）

法人税部分

特定連結欠損金

【論点】この算定プ
ロセスで問題はな

いか？

①個別所得見積額と相殺

連結欠損金個別帰属額
（特定連結欠損金以外）

②受取個別帰属法人税を所
得に置きなおした額と相殺

回
収
可
能
性
あ
り

①‘個別所得見積額（①控除
後）と相殺

【論点】連結所得見積額
ベースでの検証プロセ

スは必要か？

（特定連結欠損金以外）

③連結所得見積額（①①‘控
除後）と相殺

回収可能性なし

り

住民税部分

③連結所得見積額（①控除
後）と相殺？

事業税部分
将来減算一時差異
（繰越欠損金以外）

①個別所得見積額と相殺

②受取個別帰属法人税を所
得に置きなおした額と相殺 回

収

事業税部分

将来減算一時差異
（繰越欠損金を含む）

回
収
可
能
性
あ
り

③将来の課税所得見積額と相
殺

連結欠損金
個別帰属額

④個別所得見
積額と相殺

控除対象個別帰属調整額・
控除対象個別帰属税額

収
可
能
性
あ
り

回収可能性なし

控除対象個別帰属税額

⑤個別帰属法人税額見込額と
相殺

回収可能性なし
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実務対応報告における
回収可能性判定プロセス：連結

（現行及び実務対応報告改正案イメージ）

【連結納税主体（連結財務諸表）】（現行）

①将来加算一時差異個別
所得見積額と相殺

連結納税主体全体の将来減算一
時差異（連結欠損金を含む）

回
収
可
能

②連結所得見積額と相殺

回収可能性なし

能
性
あ
り

【連結納税主体（連結財務諸表）】（改正案）

【論点】この算定プロセ
スで問題はないか？

①将来加算一時差異個別
所得見込額と相殺

連結納税主体全体の将来減算一
時差異（特定連結欠損金以外）

回
収
可

【連結納税主体（連結財務諸表）】（改正案）

特定連結欠損金

所得見込額 相殺

③連結所得見積額（②で相殺した額を含む）

回収可能性なし

可
能
性
あ
り

②個別所得見積額と
相殺
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